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１．はじめに 

 

アジア諸国の経済発展や消費の高度化を受けて、アジ

アにおいて流通するモノもより付加価値の高いモノへと

変っていく。また、高付加価値のモノの輸送にはより速

達性のある輸送機関が使われる傾向にあり、国際物流は

変革を迫られている。これまでコンテナ船による大量輸

送が中心であったが、速達性、確実性に対するニーズが

高まり、RORO船を活用した海上高速輸送が今後用い

られて、二重の輸送システムになるのではないかと考え

られる。 

一方で荷主の側では、最近企業の間で広くサプライチ

ェーマネジメントが導入され、物流の中核を担う輸送に

対して、速達性、確実性、連続性といった高度なサービ

スを要求するようになってきている。 

これら２点を合わせて考えると、今後はアジア域内で

高速かつリーズナブルな輸送形態が求められるようにな

る。近距離の輸送においては積替えなどの接続部分の効

率化が輸送全体の効率化に大きく寄与するので、シーム

レスなインターモーダル輸送が上記のニーズを満たす輸

送形態となる可能性は十分にあると考えられる。 

本研究の目的は、東アジア圏における海上高速輸送サ

ービスの展開可能性を検証することである。そのために、

以下の２点を本研究では行う。 

① 在庫管理手法と犠牲量モデルを組み合わせた輸送

機関選択モデルの構築 

② 企業の行動原理に基づいた在庫シミュレーション

モデルの構築 

 

２．商品の特性を考慮した機関分担モデル 

 

本研究では、犠牲量モデルを用いた輸送機関分担モ 
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デルを構築する。モデルの概要としては、在庫管理手法 

を用いて輸送機関ごとの最適発注量と発注頻度を求め、

それによって在庫費用と輸送費用を算出する。それらを

合わせた総費用を犠牲量とし、最小犠牲量となる輸送機

関を選択する。モデルの詳細は以下に述べる。 

 

（１）商品の特性を考慮した商品発注量の決定ﾓﾃﾞﾙ 

企業は費用となる在庫量を最小限に抑え、かつ品切

れによる販売機会の損失を防ぐことを念頭においている。

そのためには発注の仕方を最適化する必要があり、本研

究ではその手法として発注点法を採用する。発注点法と

は在庫量が一定の水準になったら一定量の発注を行う手

法である。発注点法では図１のように発注点と発注量を

別々にあらかじめ決定する必要がある。 

 

図１ 発注点法における在庫量の推移 

 

a）発注点の決定 

在庫切れが発生しないように発注点は少なくとも調

達期間中の需要量よりも大きくなければならない。調達

期間や調達期間中の需要量が確実に決まっている場合は、

調達期間中の需要量をそのまま発注点とすることができ

るが、現実には調達期間や需要量にばらつきがあり、あ

る程度の余裕を持たせる必要がある。発注点は以下の式

(1)で求められる。式(1)の第２項が安全在庫である。な

お、ここでは需要のばらつきσDを月間需要量D(t)の１割

としている。 
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b) 発注量の決定 

発注量は、在庫コストと輸送コストの和が最小とな

るように決定される。ここで、発注量 Lに応じた在庫
コストCs(L)は、式(２)のようになる。 
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 一方、輸送コスト Cs(L)も同様に発注量 Lに応じて式
(３)のように決定される。 
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 すると、総コスト V(L)は在庫コストと輸送コストと

輸送回数から、式(４)のようになる。 
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式(４)を偏微分して、総費用を最小にする発注量を求

めることができる．こうして求めた発注量を最適発注量

L＊とする。 

PiC
Dt

L
w +

= 1* 2
                     (５) 

（２）商品価格に応じた機関分担モデル 

本研究では RORO 船等を用いた海上高速輸送、コン

テナ船輸送、及び航空輸送の３つの輸送機関における貨

物輸送機関分担モデルを構築する。輸送区間は日本とア

ジアの都市間であるとし、日本では東京及び博多の２都

市、アジアでは上海、釜山、香港、及びシンガポールの

４都市を設定し、これらの都市間の計８区間を用いる。 

輸送機関ごとに発注点と発注量を定めると、その輸

送機関を用いた場合にかかる最小総費用を求めることが

できる。この最小総費用を犠牲量として、犠牲量が最小

となるような輸送機関を選択する。最小総費用は商品価

格 Pの関数であり、図２のように横軸を商品価格、縦
軸を犠牲量としたグラフを描くと、輸送機関によってグ

ラフの傾きは異なり、商品価格によって犠牲量が最小と

なる輸送機関も異なる。これにより、商品価格帯の分布

に応じて各輸送機関の分担率を求めることができる。 

本来犠牲量モデルでは時間価値と時間の積と料金の

和を犠牲量として、犠牲量は時間価値の関数となり、そ

の分布によって分担率が定められるが、本モデルでは時

間価値ではなく商品価格が変数となっている。 

 
図２ 輸送機関別犠牲量の推移 

 

３．ＲＯＲＯ船利用可能性のシミュレーション 

 
（１）入力データの設定 

まず、輸送区間ごとの各輸送機関のリードタイム LT

と単位サイズあたり運賃 t1について、表 1 のように設

定した。ここで、LT は時刻表もしくは航路距離と速度

に基づく輸送時間に各都市における通関所要時間を足し

たものである。t1に関しては季節的な変動や契約条件に

よる差異が大きいため確定的なデータは存在しないが、

ヒアリング調査や各種資料から海上高速：コンテナ：航

空の運賃比率を４：１：１０と定め、航空貨物の運賃を

定めている日本発着貨物運賃一般規則を基に推定した。 

また、各種資料よりαは 1.65、Cwは 1300円/m3とし、 

t2は 10000円に設定した。 
 

表1  各輸送機関のリードタイムと運賃 

 
（２）分析結果 

商品価値の逓減率 iと輸送区間を定めると、商品価格

と各輸送機関の総費用を表すグラフは図３のようになる。 

図３における商品価格は単位体積(1m3)あたりの価格

であり、その輸送費用と在庫費用を併せた総費用が最小

となる輸送機関が選択される。ここでは単位体積あたり

商品価格が 3,200 千円まではコンテナ船が、それ以上

 区間 海上高速 コンテナ 航空 

東‐上 3.7  7.3  3.0  
東‐釜 3.9  7.3  3.0  
東‐香 4.9  8.3  3.0  
東‐シ 7.6  13.3  3.0  
博‐上 2.5  5.3  2.0  
博‐釜 1.7  5.3  2.0  
博‐香 3.9  7.3  2.0  

リード 
タイム
LT(日) 

博‐シ 6.7  10.3  3.0  
東‐上 21694  5423  54234  
東‐釜 11567  2892  28918  
東‐香 17388  4347  43471  
東‐シ 41808  10452  104521  
博‐上 18388  4597  45971  
博‐釜 5002  1250  12505  
博‐香 14432  3608  36080  

運賃t1 
(円/m3) 

博‐シ 41808  10452  104521  

ＲＯＲＯ船 
コンテナ船 

航空機 

商品価格 

犠牲量 

商品価格
分布 

コンテナ船 ＲＯＲＯ船 航空機 



19,000千円まではRORO船が、それ以上は航空機が最

小総費用となり選択される。現実と符合することから、

この結果は妥当であると言える。 

図４は横軸を価値逓減率 i、縦軸を商品価格としたも

ので、それぞれの逓減率、価格において選択される輸送

機関が何かを示したものである。なお、実線の間の破線

はコンテナ船と航空機のみで機関分担分析を行った際の

境界を示している。 

このグラフより、商品価格が低く、商品価値の逓減

率が小さいもの、すなわち価値が下がりにくいものがコ

ンテナで運ばれ、逆に商品価値が高く、価値の下がりや

すいものが航空機で運ばれていることがわかる。そこに

RORO 船が登場すると、それらの中間領域で両方の輸

送機関からシェアを奪っているが、コンテナ船よりも航

空機からの方が移行する割合が大きくなっている。 

次に、輸送区間別の分担状況の違いに関して分析を

行った。図４～図７はそれぞれ東京と釜山、上海、香港

及びシンガポール間の分担状況を示したグラフである。 

この結果より、輸送距離が長くなるにつれて RORO

船の持ち得るシェアが小さくなっていることがわかる。

2000 ｋｍ以内の東京と上海、釜山間ではコンテナ船と

比べて大きな分担領域を占めているものの、2600 ｋｍ

の香港までではコンテナ船と同程度、5000 ｋｍ近いシ

ンガポールとの間ではコンテナ船よりも小さな分担領域

になっている。すなわち、海上高速輸送は 2500ｋｍ程

度までの近海輸送において競争力を発揮することができ

るということになる。海上高速輸送は高速性と低運賃が

両立してこそ競争力を持つものであり、輸送距離が長く

なると高速性が失われてしまうため、競争力も低下する

と考えられる。 

ここで、東京‐釜山間よりも東京‐上海間の方が、

距離が長いにも拘らず RORO 船のシェアが大きくなっ

ている理由としては、釜山に比べて上海の方は通関時間

が短いため、全体の輸送時間も上海の方が短くなってい

るためであると考えられる。 
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図３ 商品価格と総費用（東京‐上海間、 i =5%/月） 
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図４ 商品価値逓減率・価格別輸送機関分布 
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図５ 東京‐上海間(1700km) 
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図６ 東京‐香港間(2600km) 
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図７ 東京‐シンガポール間(4700km) 

 

4．年間の出荷・発注量変化を考えしたｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果 
 

(1) モデルの概要 

現実においては在庫が時間的に連続するものであり、

その中で出荷量や発注量、発注点等も変化していく。上

記の輸送機関分担モデルは、ある一時点における数値を

基にした理論上の分担状況しか見ることができない。そ



こで、時系列的な要素を加えた在庫シミュレーションモ

デルを構築し、実際の企業の在庫管理に極めて近い状況

を表現するともに、それに基づいた輸送機関分担分析を

行う。 

このモデルでは価格の分布がある商品の月ごとの出

荷量を入力データとし、それによって毎月の発注点と発

注量を求める。また、在庫量は時間的に連続したデータ

として扱われ、毎日の出荷や入荷に応じて増減する。在

庫量が発注点に達すると発注が行われ、それからリード

タイムの日数が経過した後に入荷が行われる。このよう

な状況の下で月ごと、商品ごとに３つの輸送機関を用い

た場合の総費用をそれぞれ算出し、費用が最小になる輸

送機関を選択する。 

 

(2) 入力データ 

 入力データは実在するあるアパレル企業の年間出荷デ

ータを用いた。この企業は国内各地に店舗展開しており、

商品の生産は主に中国で行っている。便宜的に上海港か

ら東京港への輸送のみとする。 なお、出荷データには

出荷量と出荷ピース数の２種類が存在し、それぞれ独立

に季節変動している。そのため、季節によって単位体積

あたりの商品ピース数が異なり、すなわち単位堆積あた

りの価格も異なっている。商品 1 ピースあたりの価格

もは異なっている。 

 

 (3) 分析結果 

 まず、在庫量の推移は図８のようになった。輸送量の

推移と比較すると、出荷量に連動して在庫量も増減して

いることがわかる。 

また、図９は機関分担率と商品価値逓減率の推移で

あるが、全体的に見ると海上高速輸送とコンテナ船輸送

が２分している中で、逓減率の増加に合わせて海上高速

輸送の分担率も増加している。これは、販売シーズンの

末期には早く販売してしまわなければ販売機会を逃して

しまう為、高速輸送がより好まれてあり、そのため

RORO船を選好する結果になったものと考えられる。 
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図８ 在庫量の推移 
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図９ 機関分担率の推移と商品価値の逓減率 

 
5．おわりに 

 

企業が純粋に在庫と輸送費用の最小化を目指すとい

条件の下では、比較的安価でリードタイムを短縮した海

上高速輸送サービスが、日本と中国、韓国間といった近

距離輸送マーケットにおいて大きなシェアを持ちうる。

このような輸送形態は、大型コンテナ船のような規模の

経済性によって低コスト化を第一に追求する輸送に対し、

コストはある程度高くても十分に競争力を持つことが可

能である。 

また、海上高速輸送がシェアを持ちうるといっても、

コンテナ船や航空輸送といった既存の輸送体系の存在価

値が失われるわけではない。効率的な物流を実現する為

には、これら様々な輸送体系を組み合わせた上で、最適

な輸送モードを提供する仕組みが求められる。 

そして、このような海上高速輸送サービスの導入可

能性を考えると、これまでアジアの諸港湾に対抗するこ

とが主目的だった日本の物流施策も、もう一本別の流れ

を持ってもいいのではないかと思われる。巨大コンテナ

船に対応した大港湾を整備するだけではなく、かつて整

備した地方港湾を再活用し、アジアとのシームレスな高

速輸送ネットワークを作ることも重要である。それは、

未来の物流システムに適合することで国全体の経済が活

性化するだけではなく、地方都市の活性化にも繋がる可

能性がある。 
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